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大学間題を考える  
「臨教審の時代」から大学設置基準の改訂へ  
宇田川 ・博  
（一） 「知の三部作」の反響  
小林康夫卜船曳建夫編の，いわゆる「知の三部作」（『知の技法』『知の論理』  
『知のモラル』，東京大学出版会）が出版市場の話題を賑わしたのは，記憶に  
新しいところである。東京大学教養学部「基礎演習」・のサブ・テキス▼トという  
謳い文句の下での出版であったが，決して平易とも思えないこの種の書物がベ  
ストセラーに数え上げられたのは，・一つの社会現象と言ってよいことであった。  
なぜこのような現象が起きたのであろうか。  
マニュアル世代に対応した「知のマニュアル化」という評があったが（後出，  
朝日新聞），確かに第一作の『知の技法』に関してはその色彩が強いと言えよ  
う。‥編者の序言によれば，東大教養学部「基礎演習」は「文化系の学生が，将  
来ど甲ような専門領域を研究するにしても，かならず身につけておかなければ  
ならないきわめて基本的な知の技法を，実践的をこ学ぶことを主眼と．して開設さ 
れて」．いるという。・『知の技壊』し；関して，「技術」「作法」「ガイ▲ド・ブック」  
といった表現が目立つのはこのためである。しかし，第二件『知の論理』から  
は性格の変化が見られないでもない。同じく編者の序言によれば，．この善が扱  
う・のはマニ皐アル化身れた知の技法ではな．く，イ「主に認識における論理の創造  
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性」であるという。「技法」から「論理」へと飛躍したかのような感が昇られ  
るのであるが，むろん編者は，両書のあいだに基本的な姿勢の違いはないと強  
調したいところであろう。『知の論理』の編者は前著の「精神」についてこう  
述懐している。  
「知の言語の在り方を二 専門知識の一方的伝達という車デルから出発して   
考えるのではなく，行為する知というモデルから出発して考えること。知と   
は行為なのであり，その行為は，必然的に他者とのコミュニケーション，新   
しい認識のクリエーション，そして不公正さへのクリティックなどを含意し   
ている」（1）   
この限りで『知の技法』の基本姿勢は，『知の論理』のみならず次の『知の  
モラル』にも通底してゆくことになるはずだ。しかし筆者が問題にしたいのは，  
三部作の内容ではなく，むしろこの三部作が善かれるに到った歴史的経緯なの  
である。   
編者の意向と市場の見解が異なるのは珍しいことではか、。第一作がベスト  
セラ」と・なったとき，さすが東大ブランドなればこそ，という評が聞かれたが，  
これは一面では正しくもあろう。読者にしてみれば，あの東大めゼミのテキス  
トなればこそ勉強してみたい（あるいはたんに，覗いてみたい）という気持ち  
にもなりたとしても不思議はない。われわれ大学人としても，◆あの東大の教育  
現場がわかる■のであれば，という意識で手にした者が多かったかと思われる。  
だが，、そわ種のブランド志向は事態の⊥端しか突いていない。ほかならぬ東大  
がテキストを市販したことが問題なのではなく，ほかならぬ東大が教養学部の  
改革の成果を発表したことが問われるべきなのである。それはどういうことな  
のか。この書をめぐっては，東大固有の課題と大学一般が抱えている課題を分  
けて考察する必要がありそうである。  
東大教養学部は，他の一部の大学にもある（あるいは，かつて存在した）■よ  
うな「教養部」ではなく，「教養学部」である。教養部は∴従来の教養課程  
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（前期課程）において全学の一般教育科目を担当する組織であるが，東大教養  
学部はそうした役割を担いながら，ノ同時に後期課程をも，さらには大学院まで  
をも備えた独立学部である。より具体的にいえば，教養学部は前期課程では1，  
2年の全学部生を教え，後期課程では教養学科と基礎科学科に分かれて教養学  
部の3，4年生の専門指導を行い，さらに大学院では総合文科研究科と数理科  
学研究科に分かれて院生指導を行う，といった具合である。参考のために学生  
の定員数を記しておけば，前期課程が3，500名（×二学年），後期課程が160  
名（×二学年），大学院が修士・博士課程あわせて80名である。東大教養学部  
が他大学の教養部のように簡単に崩壊しなかった理由として，教養学部のこの  
ような「三層構造」があったことは記憶されておいてよい。   
われわれが注目しておきたいのは，このうちとくに前期課程における改革で  
ある。従来のカリキュラムは，一般教育科目（人文科学・社会科学・自然科  
学），外国語科目・，保健体育科目で構成されていたが，これらの枠組みが外さ  
れノ 基礎科臥】総合科目，主題科目の三つに再編成された。文科系の基礎科目  
のカリキュラムだけに目を通しておくと，以下のとおりである。   
■外国語（2か国語）  
・情報処理  
・方法基礎論（人間，歴史，言語）  
・基礎演習   
・スポーツ・身体運動  
見られるとおり，’問題の基礎演習が登場してきたのはこの基礎科目の⊥環と  
してである。   
さて，この東大教養学部の改革が動き始めたきっかけは二つある。、第一は∴  
80年代後半，大学審議会（以下，大学審）が大学院改革∴具体的には大学院の  
多様化と重点化を打ち出したことであるノ。1993年に文部省に提出された大学審  
の答申，「大学院の整備充実について」により’，．その概略を見てみるこLとにし  
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よう（2）。近年における学術研究の進展や急速を技術革新，社会経済の高度化・  
複雑化，情報化等の変化に伴う大学院の役割の増大とは，大学審の認識に′よれ  
ば次のようなものである。   
① 創造的・先駆的な学術研究の推進とこれを通じての国際的貢献  
（診 創造性豊かな優れた研究者の養成 
③ 高度な専門的知識・能力を持つ職業人の養成と再教育  
④ 国際化の進展に対応する教育・学術研究面における′国際交流の推進   
しかしながら，わが国の大学院は，以下の諸点において問題を抱えている。  
（D・教員組織，設備施設としての未成熟   
② とくに社会人に対する再教育や留学生の教育に対する教育課程や研究指  
導の問題   
③ 教育研究経費，施設設備の立ち遅れ   
④ 大学院の規模の小ささ，・理工系を除いた分野での社会的評価の低さ，等   
これらの問題点に対処するため，大学審が答申している大学院の質的・量的  
整備の方策としては以下のものが挙げられる。  
（D 大学院の教育研究組織の整備  
（多 大学院生の処遇の改善  
（卦 留学生の教育体制の整備   
④ 大学院の量的整備  
（9 大学院に関する財政措置の充実   
これちの内容的な検討は割愛することとして，94年度における大学院の現状，  
具体的には94年度までの大学院の量的な拡大に目を通しておこう。まず，大学  
院設置基準第14条に基づいて教育方法の特例を行ヶている大学院の推移である  
（91T一93年度の数億は省略）（3）ム  
90年慶  大学数32  研究科数39  専攻科数129   
94年度  大学数92． 研究科数149  専攻科数413  
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次に，夜間大学院の推移である。   
90年度  大学数3  研究科数4  専攻科数6   
94年慶  大学数10  研究科数14  専攻科数18   
続いて，大学院における社会人の受け入れ状況の推移は次のとお一りである。   
修士課程  87年度  815名  博士課程  87年度 148名  
94年度 3，298名  94年度1，343名   
大学院の改革の実体についてはあとでまた触れることにするが，すくなくと  
も大学院の「量的な」充実については上の表から一目瞭然であろう。   
束大の場合には，従来の「講座」を後期課程から大学院に移して教官をそこ  
の所属とし，同時に学部授業も兼担させる「大学院重点化」あるいは「大学院  
大学化」という形で大学院改革が進行していった、（東大ではそうした施策を，  
大学院研究科の「部局化」と呼んでいる）。1991年の法学部を先頭にした「部  
局化」の流れが，教養学部，農学部，経済学部で完成したのは1996年のことで  
ある。   
大学院を重点化することで，逆に学部教育，とりわけ教養教育は「空洞化」  
する危険をはらんでくる。そして、「空洞化」を避けるためには，学部数育に理  
念が求められてくる。「知の三部作」が編まれたきっかけとして，そのような  
背景があったことをひとまず押さえておいていただいた上で，束大教養学部の  
改革が動き始めた第二のきっかけに話を進めることにしようムそれは，東大の  
みならず全国すべての大学を巻き込むことになった大学設置基準の改訂である。   
（二）大学設置基準の改訂  
現在，我が国に吹き荒れている「大学改革」の嵐は，1991年に文部省が発表  
した大学設置基準の改訂に源を発している。、従来の設置基準は1956年に制定・  
交付されたもので，すでに制度疲労を起こしていたと言えないこともないが，  
それにしても行われた改訂はかなり大幅なものであった。旧設置基準ほ；第1  
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章・総則から第13章・雑則まで，以下のような構成で組まれていた。   
第1章 総則   
第2章 学部   
第2章の2 学部以外の基本組織 
第3章 学科目制，講座制および教員組織   
第4章 教員の資格   
第5章 学生定員   
第6章 授業科目 
第7章 ■単位   
第8章 授業   
第9学 卒業の要件および学士  
第10章 校地，校舎等の施設   
第11章、設備および施設   
第12章 事務組織等   
第13章 雑則  
改定後はこれらがそれぞれ，次のように変わった。   
第1章、総則   
第2章．教育研究上の基本組織   
第3章 教員組織 
第4章 教員の資格   
第5章 収容定員   
第6章 教育課程   
第7章．■卒業の要件等   
第一8章∴校地，一校舎等の施設および施設   
第9章 事務組織等   
第10章 雑則  
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全体的に13章から10章へと簡略化されたことがまず一目瞭然であり，それだ  
けでもこの設置基準の改訂が，いわゆる大綱化＝自由化を目的としたことが理  
解できる。しかも「第8章 校地，校舎等の施設及び施設」といった基準は従  
来と大差がないことから，この改訂がハードではなくソフトの改革を志向して  
いることも＼明らかである。その「規制緩和」のあり方の概略を，各章に別して  
見てみよう（大学審答申，平成3年5月17日による）。  
1．大学による自己評価を取り入れたこと。   
2．学部の種類，・専攻課程についての規程を削除すること。   
3．学科目制，講座制，及び講座外授業の担当教員に関する規定を整理，な   
いしは削除すること。専任教員数の算定方式を，入学定見に基づくものか  
らi収容定員に基づくものに改めること。兼任教員の合計数は全教員の二   
分の－を超えないとする規定を削除すること。   
4．教授・助教授の資格として，教育研究上の能力があると認められるもの  
とすること，という規定を付け加えること。   
5．′‘「学生定員」を「収容定員」に改めることb   
6．授業科目に関する規定を削除すること。   
以下∴略   
これらの変更点を考察するに当た・り，まずその目的として明示されているも  
のをもう少し詳細に検討してみよう一（以下主として，文部事務次官，国分正明  
発の通知，「大学設置基準のー一部を改正する省令の施行等について」平成3年  
6月24日による）b  
l、－ について，自己評価を導入．したのは「今回の大学設置基準の大綱化によ  
る制度の弾力化の主旨を生かし，大学自らがその教育研究の改善に努力を行っ  
ていくため」である。   
2．学部の種類の例示を削除したのは「学部教育の多様な展開を図るため」  
であり，学科または課程に専攻課程を設ける首の規定を廃止したのは，「各大  
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学の自主的な判断に委ねるため」である。   
3．学科目制，講座制～∵及び講座外授業の担当教員に関する規定を整理，な  
いしは削除したのは，「その弾力的な運用を阻害しない」ためであり，専任教  
員数の算定方式を，入学定員に基づくものから収容定員に基づくものに改めた  
のは，イ編入学定員の設定を可能にするため」である。また，兼任教員にかん  
する制限を排除したのは，「大学の判断により必要な数の兼任教員をおくこと  
ができる」ようにするためである。   
4．授業科目に関する規定を削除したのは，「各大学において，それぞれの  
創意工夫により特色ある教育課程が編成できるようにするため」である。  
いずれにせよ「大学自ら」「各大学の自主的な判断」「大学の判断により」  
「各大学において，それぞれの創意工夫により」といった，各大学の独自性を  
謳う内容になっていることが明らかであり，大学設置基準の大綱化が「規制緩  
和」・と呼ばれる由縁となっている。   
では，これらの「規制緩和」が行われた背景とは，二どのようなものであるの  
か。大学審は，高等教育をめぐる諸情勢の変化について次のような認識を示し  
ている。  
・経済構造の変動，技術革新の加速化 国民の価値観の多様化 女性の社会   
参加の拡大など，近年急激に変化しつつある社会め諸情勢に対応しうる能   
力と，未知の分野を開拓していく創造性にあふれた人材の養成の必要性。  
・情報化に伴い，より、多くの良質の知識を獲得しようとする欲求への対応。   
生涯を通じた継続的な学習や，生活の質的向上を図るような学習の必要性。  
・一グ自エバリゼーションの進展に伴い，■国際的に通用する教育システムを確   
立すること，・留学生交流や学術研究の再交流を拡大すること；そして，国  
際社会で活躍しうる人材を育成することの必要性。  
・18才人ロめ急減に対する対処の必要性。   
このような観点に立って大学審は，高等教育改革に当たっての基本的スタン  
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スを次のようにまとめており，これが問題の大学設置基準の改訂へとつながづ  
てゆくのである。  
・各大学等が自由で多様な発展を遂げ得るよう，大学等における教育の基本  
的枠組みを定めている大学設置基準等の諸基準を大綱化すること。  
・各大学等が自らの責任において教育研究の不断の改善を図ることを促すた  
めの自己点検・評価のシステムを導入すること。  
・大学等の生涯学習に果たす役割の増大に伴い，大学等における教育へのア   
クセスの多様化や授業の履修形態の柔軟化を図るなど，多様な学習機会の  
提供に努めること。  
・課程制大学院制度の趣旨を踏まえた学位授与の円滑化，及び学術研究の進  
展への対応の観点から学位制度の見直しを行うこと。  
・高等教育段階の多様な学習成果を適切に評価するため，学位授与機関を創  
設すること。  
・－国際化の進展への対応等の観点から，－短期大学卒業生及び高等専門学枚卒  
業生に対し「準学士」の称号を付与すること。  
・高等専門学校教育の改善充実のため，分野の拡大及び専攻科制度の創設を  
行うこと。   
（三）大学設置基準の改訂の実態  
大学設置基準の改訂に閲し，今までは主として大学審（文部省）の見解から  
再構成してみたが，現実の大学側の受け止め方はどのようなものであったのだ  
ろうか。答申にも盛られていたように，・歴史的背景として，18才人口の急減が  
各大学に深刻に受け止められていたことは再認識するまでもない。具体的数値  
を挙げれば，1992年にピ」ク（約205万人）一を迎えた18才人口は，2000年には  
約′151万人に減少すると見込まれているのである。入学検定料や入学金・授業  
料収入（定員割れを勘案した場合）に■も，教育内容にも；・1さらには高等教育機  
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関としての存立そのものにも大きな影響を与えるこの明白な事実は，今後とも  
各校に重くのしかかってくる。とくに私学にとっては，国からの助成金が削減  
傾向にあるなか，教育改革の「成果」がそのまま補助金の分配に直接反映され  
る今回の措置は，まさに各大学の足元に火を着けたと言ってよい。その意味で  
大学審答申の次のような文言は，きわめてなまぐさいものと言わなければなら  
ない。  
「国は，このような各高等機関の自由で多様な発展に向けての取り組みを   
奨励支援する観点から，カリキュラムや教育組織の柔軟な設計等を可能にす   
るための大学設置基準の大綱化など制度上の措置を講ずるとともに，公費財  
政支出め一層の充実により基盤的整備を図り，その際，l必要に応じ重点配分   
を行うなど適切な財政上の措置を講ずる必要がある。」   
一見穏やかな（そして例によって読みにくい）文言であるが，「必要に応じ  
重点配分を行う」という短刀をはらんでいることに注目しなければならない。   
実際，97年9J月24E】に日本私学振興財団が発表した96年度の補助金交付状況  
を見ると，総額は前年度より0．5％減少している。94，95年度で増額補正され  
た阪神大震災の補助がなくなったのが主因だせされているが，10年ぶりに減少  
したという事実は見逃せない。しかもその一方で，大学改革の進捗状況に応じ  
て配分される特別補助は，前年度より2・8 
そして，大学人にとって見逃せないもう一つの特飯は，高等教育の「多様な  
発展」を国自ちが認めざるをえなくなった点である。大学∴短大の数が1，000  
校を越え，学生数が250万人を上回る現状に鑑み，答申は「このように高等教  
育の規模が拡大し，広く普及し■た状況では，その中から，研究指向のもの，教  
育に力点を置くもの，さらには，地域における生涯学習に力を注ぐものといっ  
た，様々なタイプの高等教育機関が育っでいくことが考えられる」と明言して  
いる。ただし，こう・した事態を，イ各高等教育機関が，それぞれの理念・目標  
に基づき，個性を発揮し，自由で多様な発展を遂げること」と総括するのは， 
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あまりにもきれいごとに過ぎるだろう。18才人口の激減期（大学にとっての，  
いわゆる氷河期）においては，「各高等教育機関が，それぞれの理念・目標に  
基」づいて教育活動を展開することは，・不可能に近くなってしまっており，む   
しろ各高等教育機関が，おのれの限界に見合った教育内容の再整備を余儀なく   
されている，というのが実情に近い。極端に言えば，各機関はおのれの理念・   
目標を放棄してまでも，「生き残り」に賭けなければならない状況なのである。   
ここで，先に述べた大学院重点化との関連で比較検討してみよう。大学審答  
申は，一部の大学に対しては「高等教育の質的充実」を謳うことで，、一大学院に  
おける「世界的水準の教育研究」を推進しようとしている。そのためにはまず，  
大学院の基盤整備と並行して次のような施策をす推進する必要がある，と大学  
審答申は述べる。  
「大学院の教育研究の一層の高度化を促進するため，卓越した教育研究業   
績をあげることが期待される大学院や教育研究上の新しい試みに意欲的に取   
り組もうとしている大学院については，、客観的で公正評価を行うための適切   
な仕組みを工夫し，そのよう’な評価を踏まえて，重点的な整備を行っていく   
必要がある。将来的には，各学問分野ごとに世界的水準の教育研究の拠点   
（センター・オブ・エクセレンス）となるような高等教育機関を育成してい   
くことが必要である。」   
ここにも「重点的」という文言が登場してくることが目を引く。大学院を持  
ちうる高等教育機関と持ちえない高等教育機関に区別し∴さらにその大学院を，  
世界的水準に達するものと達しないものに区別しようというのである。ここに  
おいて，「重点化」が明確に「差別イヒ」を意味している・ことが了解されよう。  
あからさまに言えば，、センター・オブ・エクセレンスたりうる（有力）、大学と  
それ以外と－の差別化である。実際，先にも触れた大学院「改革」◆の内実には，  
多くの大学，、とりわけ文系分野における学生の定員割れや卒業生の進路など，  
いくつもの間題がはらまれていたのである。ある私大教員の話を引用してみよ  
219   
文化論集第12号  32   
う。  
「一部の大学では大学院重点化ということが行われまして，そこで予算な   
どはかなり増額するということは確かにありましたけども，そのあと大学院   
拡充策に乗づて大学院をつくったとこえは，私の大学もそうなんですけれど   
も，いずれも修士課程どまりで，この修士課程でいったい何をやって，卒業   
生をどうするのかということについては全く見通しが立たない。  
自分のところの大学の恥をさらすようですけれども，私の大学は大学院の   
入学試験をやるときに就職の世話ほしません，研究者になろうとは思わない   
でく．ださい，卒業後のあてはあるんですかということを面接で聞いておりま   
す。」（4）  
1996年度の第6次全国私立大学白書では，次の11項目についての現状解説が  
ある。 
① 大学院の概観  
（参 求められている高度職業人養成   
③ 大学院選任の教職員をおいている割合は低い   
④ オーバー・、ドクターは増えている   
⑤ 大学院生の研究条件はよくなっていない  
（む 高まる社会人への大学院教育養成に応えて   
⑦増大しつつある昼夜兼行制・昼夜開講制   
⑧ 留学生への大学院教育は進んでいるか   
⑨ 高度職業人教育の養成に応えきれているか。増えている学位授与者   
⑲ 課程修了者の就職は必ずしもよくない   
これらのいずれの項巨＝こついても，大規模校ほど大学院独自の組織と専任職  
貞を持ち；院生専用の部屋を配備し，社会人入試を行っている率が高いdン留学  
生や高度職業人に特別入試を実施している割合についても；まったく同じ傾向  
が見られる。  
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こうしたコンテクストから見て，大綱化のより強い意味もまた明らかになる  
だろう。規制緩和とは，一面では官僚の規制を解くという時流に沿った積極的  
な側面を持ちながら，もう一面では保護を撤廃するという苛酷な側面も持って  
いる。つまり，高等教育機関に関しても金融機関と同様に「護送船団方式」を  
解くということ，あからさまに言えば，優れた機関は優遇し劣った機関は潰れ  
るに任すということが，大綱化の一つの本質的な意味合いなのであ‡る。この点  
についてはゝ 最後にまた触れることにしよう。   
（四）大学設置基準の改訂 一専門教育と一般教育－  
しかし大綱化が与えたインパクトはそれに留まらない。以上に述べてきた事  
柄も，大学の存立そのものに関わりかねない重大な要件であったが，教育内容  
からすると，大綱化の与えた最大のインパクトは，設置基準第六章にまつわる  
ものであった。実は，旧来の大学設置基準は授業科目に関してきわめて大幅な  
制限を加えていた。  
（授業科目の基準）   
第18条 大学は，この章で定める記事準に従って授業科目を開設するものと   
する。   
（授業科目の区分）   
第19条 大学で開設すべき授業科目は，その内容により，一般教育科月，外   
国語科臥 保健体育科目及び専門教育科目に分ける。   
2 前項に規定するもののほか，教育上必要があるときには，専門教育の基   
礎となる授業科月として，基礎教育科目を置くことができる。   
（一般教育科目）   
第20条 大学は，一般教育科目に関する授業科目を1人文，社会及び自然の三   
分野にわたって開設するものとする。   
2 前項の授業科目は，一の学問分野に関するものまたは特定の主題を教授  
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するため二以上の学問分野の内容を総合したものとする。  
（外国語科目）   
第21条   
大学は，外国語科目に関する授業科目として二以上の外国語の科目を開設す   
るもの七する。ただし，■学部及び学科の種類により特別の事情があるときは，   
一の外国語の科目とすることができる。   
第22粂・保健体育科目，第23条・専門教育科目，第24条・授業科目の区分に   
関する履修上の特例，は省略。   
結論的に言って，いま挙げた条項は，新設置基準においてそのすべてが削除  
された。代りに現われた条項については，すぐあとで述べることにしよう。   
旧設置基準では，以上の授業科目の制限に加えて，単位数までが「卒業の要  
件」として厳密に規定されていた。第32条だけを引用してみる。   
第32条 卒業の要件は，大学で四年以上在学し，次の各号に定める単位を含   
め124単位以上を習得することとする。   
一 一般教育科目については，人文，社会及び自然の三分野にわたり36単位   
二 外国語科目については，一の外国語の科目8単位   
三 保健体育科目については，講義及び実技4単位   
四 専門教育科目については76単位   
新設置基準では，上の条項は「卒業の要件は，大学で四年以上在学し124単  
位以上を習得することとする」と，きわめて簡略化されたム   
この簡略化からの帰結は明らかであろう。一般教育科目・外国語科目・保健  
体育科目・専門教育科目の垣根が崩され，これらの相互浸透が可能になった。  
その結果，今まで大学の自由なカリキュラム編成を阻んできた規制が解かれ，  
一見↓たところ大学は個性化を目指すことができるようになったのであり，こ  
の点では大学審の意向が効を奏したかに見える。   
七かしここにおいても，建て前こと本音との相違に着目して実態を考察しなけ  
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ればならない。従来の設置基準に従えば，一般教育科目・外国語科月・保健体  
育科目を設けることが絶対的に義務付けーられていた。設置基準と・は，「大学を  
設置するのに必要な最低の基準」（第一章，総則）のことである。・ところがそ  
うした規制がなくなった以上，たとえば文系学科において自然科学系列の科目  
を設置する必然性はなくなったし，また外国語科目，とりわけいわゆる「第二  
外国語」（未習外国語）の設置も自由化されたため，大学や学部によっては現  
実にこの科目を廃止したり選択化したりする動きも出ている。とくに理工系の  
学部では，従来から語学は英語だけで十分だという論議が出ていたが，今回の  
措置はそうした傾向に拍車をかけたとも言えるだろう。それをより広いコンテ  
クストで言えば，語学を含めた一般教育と専門教育との角逐という問題である。   
太平洋戦争敗戟後，日本がアメリカをモデルとして教育改革を行ったことは，  
あまりにもよく知られた事実である。より厳密に言えば，アメリカは日本の戦  
前システム解体の－一環として教育改革に取り組んだのである。しかし日本がア  
メリカの教育制度からこうむった影響について語るなら，時代をさらに遡らな  
ければならない。   
わが国における明治期初頭の教育近代化のモデルがドイツにあったことも，  
あまりに有名な事実である。しかし教育制度のドイツ化は，意外なことに一直  
線に進行したわけではなく，アメリカの教育制度が与えた影響もまた見逃せな  
かった・（以下，天野郁夫『日本の教育システム』に準じてまとめる）。  
・1872年の「学制」。欧米諸国の学校教育制度を折衷する形で作られたこの  
日本初の体系的教育法は，中央集権的に一挙に近代的学校数育制度を創出   
せんとするものであったために，民衆の強い抵抗を引き起こす。  
・1879年の「教育令」。アメ′リカの諸制度をモデルに，民衆の自発的な判断  
や選択のもとに，教育の自然な発展を待つ方向に政策転換する。  
・1880軋「改正教育令」。国家の責任による中央集権的な教育体制への全面   
復帰。以後，国家体制の一部として教育のドイツ化が急速に進行してゆく  
223   
文化論集第12号  36  
（一方，キリスト教系の私学，とりわけアメリカのプロテスタント系の諸  
団体はアメリカの影響を強く残す）。  
・1910年代の学制改革。高等学校，専門学校の改革論議のなかで，アメリ  
カ・モデルを求める声が起こる。（しかし大正デモクラシーの退潮ととも  
に，教育関係者の目は再度ドイツに向けられるようになる）。   
簡単に見てきたように，アメリカ・モデルが日本の近代高等教育制度に与え  
た影響は，想像できるほど小さいものではない。天野は次のようにくさえ述べて  
いる。  
「国家主義，軍国主義が教育の世界に浸透し，アメリカが敵国とな′りつつ   
あった時代にも，一日本のアメリカの教育への関心は薄れなかった。『中心』   
としてのヨ一日ッパモデルに近代学枚教育制度の確立と発展を図ってきた日   
本は，1930年代に入る頃には，中等教育と高等教育のレベルで，量的にヨー   
ロッパ諸国を上回る水準に達した。そのとき日本は教育の『大衆化』の先頭   
を走るアメリカに，ヨーロッパには求めることのできない，もう一つの教育   
発展のモデルを『発見』することになったのである。第二次世界大戦は，そ   
の新しいモデル，ある新しい『中心』への関心に，一時的にブレーキをかけ   
る役割を果たしたにすぎなかった。」（5）   
それはともかくとして，冒頭に述べたとおり，わが国の戦後の教育改革がア  
メリカ式をモデルとしたこと，より厳密に言えば，アメリカが自国の教育制度  
をモデルとして日本の徹底した民主化を図ったことは周知のとおりである。こ  
れをカリ■キュラム改革に別して具体的に検討してみよう。ドイツ式をモデルと  
した戦前の高等教育は，旧制高等学校′（ギムナジウムに相当）でいわゆる一般  
教育科目と語学を徹底的に教えこみ，・■大学では専門教育しか行わなかった。し  
かし，従来リベラルアーツ教育を中心とするアメリカ・モデルが戦後の新制大  
学に，いわば無定見に導入された結果，新制大学のカリキュラムは，最初の二  
年間に一般教育が実施され，あとの二年間に専門教育が実施されるという，完   
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全輪切り型の編成に変化した。ここに，本来のドイツ型ともアメリカ型とも異  
なる，画一的なカリキュラム制度ができ上がってしまったのである。   
その結果，各大学において自由で柔軟なカリキュラムを編成したいという，  
大学設置基準の大綱化要請のアリバイが現実に存在したことにはなるだろう。  
しかし大学設置基準の大綱化によって，具体的にもたらされた結果はどのよう  
なものであったか。それは先の「設置基準の改訂の実態」の項目で見たとおり  
だが，それに加える要素として，NHKテレビが放映した特集番組「どうなる  
大学改革」で，経済同友会幹事の桜井修は次のように発言している。「大学改  
革のさまざまな方向があることを期待していたが，同じような形の単線型が崩  
れていないのではないか。教養を削って専門を増やすという横並びという気が  
して，心配でならない」。結局のところ，大学教育制度の画十化を打ち破らん  
とする大綱化＝自由化の施策が，皮肉なことに画一的になされてしまったとい  
うわけである。しかも，大学設置基準の改訂第6章「教育課程」’の第20条には，  
次のような条文がありながら以上のような事態が進行してしまったのである。   
「教育課程の編成に当たっては，大学は，学部等の専攻に係る、専門の学芸   
を教授するとともに，幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い，豊かな人   
間性を滴養するよう適切に配慮しなければならない。」   
にもかかわらず，なぜこのような事態に立ち至らてしまったのか。もう少し  
のあいだ歴史を遡ってみることにしよう。  
（五）臨教審答申  
歴史的な経緯を確認しておけば大学審は，1987年8月に最終′；（第4次）答申  
を提出した臨時教育審議会（以下，臨教審）によろて，その創設が勧告された  
機関である。そして臨教審は，1984年8月，時の総理大臣・、中曽根康弘により  
設置された首相直属の審議会であった（中央教育審議会＝中教審が文部大臣の  
諮問機関であることも補足しておく）。「戦後政治の総決算」を唱えた中曽根元  
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首相の施策について述べることはここでは控えておいて，臨教審の最終答申に  
歩を進めよう。参考のため，その全目次を掲げておく。   
はじめに  
第1章 教育改革の必要性   
一一改革の時代的要請   
（1）成熟化の進展   
（2）科学技術の進展   
（3）国際化の進展   
二 ■教育の歴史と現状   
三 教育の基本的在り方  
第2章 教育改革の視点   
一 個性重視の原則   
二一 生涯学習体系への移行   
三 変化への対応   
（1）国際社会への貢献   
（2）′情報社会への対応  
第3章 改革のための具体的方策   
第1節 生涯学習体制の整備   
第2節 高等教育の多様化と改革   
第3節 初等中等教育の充実と改革   
第4節 国際化への対応のための改革   
第5節 情報化べの対応のための改革   
策6節 教育行財政の改革  
第4章 文数行政，入学時期に関する提言   
第1節 文数行政  
第2節 入学時期  
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「はじめに」で述べられている現状認識は，三つのキーワサドを用いて言い  
直せば，「国際化」「情報化」「成熟化」の時代に向かっているという「大きな  
文明史的な転換期」における教育改革の必要性の訴えである。このうち「国際  
化」「情報化」は措くとしても，「成熟化」については解説が必要であろう。答  
申は，「我が国は，明治以来の追い付き型近代化の時代を終えて，先進工業国  
として成長から成熟の段階に入りつつある」と述べる。その具体的な現われは，  
生活文化面においては「物の豊かさから心の豊かさへ，量の豊かさから質の豊  
かさへ，ハード重視からソフト重視へ，画一・均一から多様性・選択の自由の  
拡大などの方向へと向かっていること」であり，産業経済面では「経済の情報  
化，ソフト化，サービス化の傾向が急速に進展し，産業構造，就業構造は大き  
な変化を遂げつつある」ということである。その他，高齢化，都市化から生じ  
るさまざまな状況も答申は記述している。   
しかしここでは，われわれの関心である高等教育の改革にまず焦点を合わせ  
てみることにしよう。「教育の歴史と現状」の項目では，高等教育を改革する  
必要性としてつぎの要因が挙げられている。   
「大学教育が個性的でなく，また，教育研究には国際的に評価されるもの   
が多くないこと。学術研究は，従来ともすれば科学の応用とその技術化に関   
心が傾き，’世界的視野でみれば純粋の科学や基礎的な研究への寄与に乏し   
かったこと。大学は概して閉鎖的であり，社会的および国際的要請に充分こ   
たえていないこと。」   
これらの要因を，没個性，非国際性，閉鎖性，没社会性，基礎研究の欠如，  
とまとめておこう。そして，これらに対する「処方箋」は以下のとおりである。   
一 高等教育の個性化・・高度化   
（1）大学教育の充実と個性化   
（2）高等教育機関の多様化と連携 
（3）大学院の飛躍的充実と改革  
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（4）大学の評価と大学情報の公開   
二 大学入学選抜制度の改革   
三 大学入学資格の自由化・弾力化   
四 学術研究の積極的振興   
（1）大学における基礎的研究の推進   
（2）大学と社会の連携の強化   
（3）学術の国際交流の推進   
五 ユニバーシティ・カウンシル（大学審議会一仮称）の創設   
大 高等教育財政   
七 大学の組織と運営   
（1）大学における自主・・自律の確立   
（2）教貞と職員   
（3）開かれた大学   
八 大学の設置形態   
これらの項目を読む限りではいささか抽象的で，さし美るインパクトは感じ  
取れないが，パ内容はかなり二思いきったものである。すなわち，「大学教育の充  
実個性化」に対応するものが大学設置基準の大綱化であり，「大学の評価と大  
学情報の公開」に対応するものが自己点検r・自己評価であり，「大学人学者選  
抜制度の改革」でほ共通テストが，「大学人学資格の自由化・弾力化」ではい  
わゆる「飛び入学」が明示ないし暗示されている。「大学と社会の連携の強  
化」の項目で，・客員教員の検討と「産・官・学の協同研究制度の十層の拡大」  
が言匿われているのは驚きとしないが，「大学における自主・自律の確立」の項  
目で「学長，学部長のリーダーシップの発揮」，イ教員と職員」の項目で「任期  
制」の導入，「大学の設置形態」の項目で国立大学の特殊法人化（民営化）に  
まで言及されていることに着目されなければなら‘ない。つまり㌻，今日の大学を  
揺るがせている凡そすべての事項は，すでに臨教審の最終答申のなかに組み入  
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れられていたのである。   
驚きはそれにはとどまらない。高等教育をめぐる改革の必要性が謳われ始め  
たのは，すでに第一次答申（1985年）以来である。われわれの文脈からして興  
味深い一項目だけ引用しておこう。   
「また・，開かれた高等教育機関の多様化・個性化を推進するに当たって， 
大学人学者選抜制度の改革とともに，高等教育の水準を高め，『一般教育』   
および『専門教育』の在り方を見直すことが重要であーる。」  
この文は，第2次答申（1986年）では，量的にも内容的にもはるかに拡大して  
いる。   
「これまでの我が国の一般教育は，理念においても，内容にごおいても充分   
であるとはいえず，しばしば一般教育無用論すら聞かれる。芋般教育の在り   
方についてより踏み込んだ研究が必要である。（‥＝‥）′一般教育と専門教育   
を相対立するものとしてとらえる通念を打破し，両者を密接に結び付け，学   
部数育としての整合性を図るとともに，「高等学校教育との関連や接続に十分   
配慮しなければならない。ま・た，人文・社会・自然の三分野の均等な履修に   
機械的に固執することなく，学際的学習等も加えた積極的なカリキュラムを   
構成することが重要である。（‥∴‥）さらに，一般教育を担当する教員組織   
の区分や構成についても，教養部等の見直しを含め，適切な措置を講ずる必   
要がある」   
「教養部等の見直しを含め」という一文に着日していただきたい。・専門と教  
養の最終角逐の根は，すでに10年以上も‘前に準備されていたのである。   
（六）産官主導の大学改革  
戦後の日本は順調な経済復興・経済発展を遂げ，一経済大国の仲間入りを果た  
し，世界三極構造の一極を占めるまでに到った。しかしその間∴60⊥70年代に  
は公害が世間を騒がせ，80年代からは産業構造の転換と慮業の空洞化が叫ばれ  
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るようになった。また一方で，いじめ，自殺，登校拒否，非行，校内暴力，家  
庭内暴力などが頻繁に起こり始めたのも80年代からである。その意味で臨教審  
の時代認識は誤っていない（国際化の状況にあって，「国歌・国旗のもつ意味  
を理解し尊重する心情と態度を養うことが重要であり，学校教育上適正な取扱  
いがなされるべきである」というがごとき，短絡的な指摘は見られるものの）。  
では，臨教審答申が提出された時代から今日まで，状況はどのように変わった  
のだろうか。日本経済はそれ以来バブルの崩壊を経験し，長期に渡る経済停滞，  
産業の空洞化等によって，産業界を中心に競争原理を導入しようとするインセ  
ンティブが強まっている。金融ビッグバンにむけてこうした傾向がますます強  
化されることは想像に難くない。こうした状況にあって，教育界にあっても自  
由化＝競争原理の導入が，いっそうの説得力をもって受け入れられる素地がで  
きたと言ってもよいのである。   
97年11月30日の朝日新聞朝刊の経済面は，「最先端技術が新基準に 通産  
F護送船団』を解体」という見出しのもとに次のような記事を載せている。   
．「温室効果ガスのひとつ，二酸化炭素の排出量を削減するため，通産省は，   
これまで各業界の平均値をもとに定めていた工業製品の省エネ基準を，業界   
の最先端技術に合わせることにした。従来，後継企業もついてこられる r護   
送船団J型だった産業政策を，転換したわけだ。こうした Fトップラン   
ナー』方式によって，企業側は，ビジネスチャンスと期待する企業と，開発   
負担に耐えられない企業に二極分化する町能性がある。」   
こうした施策が「雇用流動化の本格化」と同じ文脈で語られているのを読め  
ば，現在，大学がまったく同じ状況に置かれていることがわかるだろう。今日，  
大学において進行している状況とは，まさに産業界の論理と基準の適応という  
ことなのである。その証拠に，経団連など，財界から大学改革に関して出され  
た提言の数は想像以上に多い。90年以降の主なものを紹介してみよう。  
・大学理工系の研究機能強化に関する提言（92年4月，経団連）  
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・日経連「産業人大学」について（92年9月，日経連教育特別委員会）  
・新しい人間尊重の時代における構造改革と教育のあり方について（93年7  
月，経団連）  
・わが国企業に求められる人材と今後の教育の在り方（93年7月，東京商工  
会議所）  
・大衆化時代の新しい大学像を求めて一学ぶ意欲と能力に応える改革を一   
（94年4ノJ，経済同友会）  
・地球時代の新世紀を拓く人づくりを目指して－教育改革への提言（その2   
大学教育の変革を中心として）（94年4月，関西経済同友会）  
・新しい高等教育のあり方についての提言一自主開発型人材の育成と複線型  
高等教育の構築に向けて－（94年9月，東京商工会議所）  
・新時代に挑戦する人学数育と企業の対応（95年4月，日経連教育特別委員  
会）   
臨教審以来の教育改革の流れと，このような産業界からの要請が合流したも  
のの一つが，95年11月15日に制定された「科学技術基本法」であり，具体的政  
策として策定された「科学技術基本計画」（96年7月2日，公表）であった。  
これらの詳細についてはもう踏み込まないが，「科学技術基本計画」で描かれ  
た状況認識は，臨教審時代よりいっそう深刻なものになっているという印象が  
深い。「はじめに」において描写されている現状は以下のとおりである。 
「我が国は，グローバル化，ボーダレス化と国際的な経済競争の激化，史   
上例を見ない速度で進行している人口の高齢化等により，産業の空洞化，社   
会の活力の喪失，生活水準の低下等の危機的事態に直面することになるので   
はないかと強く懸念されている。また，我が国国民を含む人類の未来には，   
地球環境問題，食糧問題，エネルギー・資源問題等地球規模の諸問題が大き   
く立ちはだかっている。」   
また一方，日本の科学技術の現状を見ると，研究開発投資は1992年度から3  
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年連続して減少し，政府研究開発投資の対GDP比率も欧米主要国を下回って  
いる。そしてまた研究開発システムについても，「これまで我が国の発展を支  
えてきた様々な要素が，社会，経済，国際環境等の変化により，研究開発を推  
進する上で，柔軟性や競争性が低く，組織の壁を越えた連携・交流等が十分に  
行えないなど制約として顕在化している面がある」と指摘されている。このよ  
うな現状に対応する施策として列挙されている主なものをまとめてみれば，次   
のようになる。   
まず（1）「創造的な研究開発活動の展開のための研究開発システムの構築」と   
しては，  
・研究者の流動化を促進させるための任期制の導入  
・競争的な環境の下で提供される研究資金・重点的資金による研究開発活動  
の活性化  
・学長や所長等の裁量で重点配分できる研究資金の拡充，学長や所長等の指  
導力の発揮を可能とする機動的な組織運営。  
（2）「各セクター間，地域間及び国際間の連携■・交流のシステムの構築」とし  
ては，  
・国の研究者が民間においても研究・指導等の活動に円滑に従事することが  
できる等の，制度・運用の改善  
・国の投資による研究成果に関する特許権等の取り扱いの改善  
・産官学の連携・交流の促進  
（3）「厳正な評価の実施」としては，  
・厳正な評価を実施しうる適切な評価の仕組みの整備  
・評価のための基準等の充実，整備  
・外部有識者の意見の聴取等による評価の導入   
これらの施策の，さらに具体的な内容に踏み込むことはしないが，・臨教審答  
申で謳われた方針が，よりいっそう組織的に展開されていることは明らかであ  
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ろう。科学技術分野に限定されているとはいえ，「競争」「流動化」「活性化」  
といった語彙が各所に散りばめられていることも注目される。－一例として，  
「私立大学における研究の充実」の項目だけ引用しておくことにしよう。  
（む 高度情報化に対応しつつ，研究の高度化を図るため，大学院最先端装置，  
学内LAN装置，情報処理関係設備など研究装置及び設備への補充を拡大  
する。   
② 私立大学経常補助金について，研究機能強化のための助成の充実と重点  
的配分を凶る。   
③ 私立大学ハイテク・リサーチ・センター整備事業を推進するなど中核的  
な研究組織に対する支援を行い，社会的要請の強い研究プロジェクトの推  
進を図る。   
④ 学校法人について，多様な民間資金の導入を促進するための所要の条件  
整備を行う。   
一言補足しておけば，ハイテク・リサーチ・センター整備事業は，「最先端  
の研究開発プロジェクトの推進のための個々の大学の研究基盤の強化」を事業  
目的としたもので，その対象は，今後発展の期待できる研究組織も含め個々具  
体の研究開発プロジェクトであり，96年度に38．5億円が国家予算から支出され  
た。また97年度には，「私立大学における中核的研究拠点の充実・発展」を事  
業H的とし，「優れた研究成果をあげ，将来の研究発展が大いに期待される  
r卓越した研究組織山 を対象とする「学術フロンティア推進事業」が新たに  
スタートしており，この事業にも35．7億円が支出されている。   
大学に民間資金および公的資金が導入されることには，どのような問題がは  
らまれているのだろうか。かつて「大学闘争」の時代に，「産学協同」が徹底  
的に問題視されたことは記憶に古いことではない。「学問の独立」といった抽  
象的なテーマは除いてとくに一点だけ想起しておけば，極端に言って，ほとん  
どすべての最先端産業は軍事と結びつくポテンシャルを持っている。たとえば  
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月にロケットを飛ばすだけの技術力が，兵器や軍事衛星の開発に直結しないと  
考えるほうが素朴なのである。そうした例は枚挙に暇がないし，ガイドライン  
の配慮は今後とも必要であろう。そして今日，産官学協同がより強力に押し進  
められようとしている現状にあって，もう一つ問題にされなければならないの  
は，大学という自治組織のなかに産業界の論理とシステムが流れ込もうとして  
いることである。1995年11月28日開催の公演会「情報化に関する海外技術交流  
研究部会」で，通産省産業政策局・大学連携推進室長の福田秀敬はつぎのよう  
に述べている。   
「研究を進めるうえで，大学のいまの経営状況は非常に悪化していると思  
います。すると；外部資金の活用を図らなければなりません。政府の機関か   
らの資金の導入もさることながら，民間資金の導入も図っていかなければな   
らないとしたとき，産学連携が出てくるわけです。（……）  
企業の本音は，かなり厳しいものだと思います。大学に有為な研究者がい   
ることは認めており，有為な活動をしていることも認めていますが；現時点   
では大学のポテンシャルにあまり期待していない。（……）  
産業界と連携するとはいったいどういうことかというと，大学のなかにビ   
ジネスのルールを持ち込むということです。大学が産業界へ出ていく七いう   
よりも，産業界が大学に入ってくるようなものです。いろいろなビジネスの   
ルールを大学側として受け入れかナればならない事態になってきます。ここ   
は大学側と．して，非常に難しいところです。本来の大学の業務とは一体どう   
いうものかということと産業界のルールを受け入れるということは，なかな   
か相容れないところです。いったいそれをどこまで大学側として受け入れる   
のかという線引きをし，大学側として意志決定しかナれば，なかなか進んで   
いかない事態です。」（6）   
これは相当に思いきった発言である。企業は大学のポテンシャルにあまり期  
待していないから，産業界の論理をもって大学に参入してゆくが，大学側とし  
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てはその心の準備ができているか，と問うているのである。では大学は■，・その  
固有のルールを堅持しつつ産業界のルールを受け入れることが可能なのか。そ  
れとも大学は，その固有のルールをほとんど放棄しても生き残りを賭けなけれ  
ばならないのか。この点では，各大学の学長も決して⊥様な見解を抱いている  
わけではない。束京理科大学長・西川哲治は「科学技術基本法」にからめて，  
「すぐには役立たない研究を重視せよ」という記事を書いている（朝日新聞，  
96年4月30日，朝刊）。   
「主として応用研究・開発研究の重要性を強調する議論が展開され，しか   
も短期間で成果を得ようとすることが懸念されることである。このような   
『すぐに役立つ研究』の偏重は基本法にうたわれている『創造』の理念を大   
きく損ないかねない。（……）『すぐに役立つ研究』は国が基本法を作って振   
興を図るまでもなく，世界の水準を突破した日本の民間企業なら自力で遂行   
できる。国が基本法で推進する必要があるのは，民間企業では採算がとれず，   
見通しもつかない『すぐには役立たない研究』・であるム」  
また，山口大学学長・広中平祐も次のような見解を表明している。   
「大学教育が効果を発揮するのは三十年先である。三十年先の社会を動か   
す人材を育成しているのが大学である。学生を教育するということ、，また研   
究者を育てるということはどういう作業か。このことを知らない人がビジネ   
スの世界の改革のように，有無を言わせず外から強制的に変えていくとすれ  
ば，それは三十年先にひどい結果を生むことになろう。大学改革は，ビジネ   
スとは異なる手法で，適当なスピードで慎重かつ着実に進める必要がある。」   
（「国立大の民営化検討は暴論」朝日新軌 97年10月28日，朝刊）   
先の通産省産業政策局・大学等連携推進室長の言にもあbたように，産官主  
導で行われかねない産官学協同は，大学独自の価値基準，倫理，存在価値など  
と引き換えに遂行される危倹があり；一部の学長はそのことに警鐘を鳴らして  
いるのである。またもう一点，産官学協同がもたらしかねない危険性としては，  
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先端的科学技術分野のみが優遇されるという点を指摘しておかなければならな  
い。国としては，長期に渡る景気低迷とか産業空洞化等のために，科学技術立  
国の夢よもう一度という姿勢でいることは明らかだがi大学としてはそのこと  
に無定見に従う必要はないし，あるいは，こういう時期だからこそ大学として  
一定の知見を持たなければならない。大学は，こういう状況にあってこそ自ら  
の理念を求められているのだと言えよう。   
（七）再び専門と教養について  
「知の三部作」が完結したとき，筆者の目に入った限りで，朝日新聞と日本  
経済新聞がそれぞれ学芸欄と教育欄で特集コラムを組んだ。標題はおのおの  
「『教養』を再編，大学改革へ責任」「『教養』の再生問いかけ」である。  
後者はこの三部作が編まれた歴史的背景を次のように概括しているが，′これは  
われわれが今まで述べてきた認識に近い。  
「教養教育の解体は，戦後米国から輸入した一般教育の思想が根付かずに   
空洞化して必然的に生じた要素があるが，行政の指導で進められた大学改革   
が∫『専門教育強化』の側面でもっばら理解されてきた事情も大きくかかわっ   
ている。（……）  
外国語とコンピュータのリテラシー を除けば，教養教育は専門重視の大波   
にのみ込まれつつあるのが現状だろう。」   
先にも述べたとおり，大学の危機が叫ばれるなかで最も危機感を覚えている  
のが教養教育（の教員）である。・この国の政治経済そのものが危機にあるなか，  
産業界と行政，すなわち「産官」が自分たちを見捨てて大学を変えてゆくので  
はないかという危機感が，教養教育を覆っているのである。   
しかし確認しておかなければなちないことだが，産官の意向がどうであれ；  
リベラルアーツ要請の命脈が途絶え■たわけではない。とくにオウム事件を契機  
として，「（専門的）知性に歯止めをかけられる（総合的）知性」という観点か  
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らも，リベラルアーツヘの要請は深まっている。すべての欲望の実現に自動現  
象的に邁進するのが科学技術であるとすれば，自己言及的に知性を問題にしう  
るのがリベラルア⊥ツの役割でありうるかもしれない。そしてまた，18才人口  
が急減してゆく反面的な効果として，大学の大衆化，大学教育の質の低下が懸  
念され，入学希望者の実質的大学全入という事態が予測されている現在，リベ  
ラルアーツの要請はさらに強まるかもしれないのであるム  
立花隆は，「こういう（現在日本で進められている）学制改革をどういうバ  
カが押し進めてきたのか知りませんが，そういうバカの手によって，いまの日  
本の大学は教養がない専門バカの大量生産機構になりつつあります。このまま  
では日本という国が知的亡国の道をたどるのはそう遠い将来のことではないで  
しょう」とまで極論しつつ，「スペシャリスト」ではなくイゼネラリスト」養  
成の必要性を熱心に説いている（7）。また，雑誌「窓」が1994年に実施した全国  
数員アンケートでは，大学の最も重要な役割として次のような結果が出ている  
（回答総数81）（8）。  
研究者養成  0  
教育者養成  0  
資格者養成  1  
企業人養成  0  
社会人養成 18  
教養人養成  20  
知識人養成 14  
自由人養成 10   
その他  18   
このアンケート項目が，「自分の大学の役割」を問うものなのか「大学⊥般  
の役割」を問うものなのかを明確にしていない以上，「答えられない」とする  
回答（「その他」1に分類）があったことは当然のこと＝とも言える。また，複数  
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回答を許す配慮もあって然るべきだっただろうし，・教員自身が．「教養」担当な  
のか「専門」担当なのかで累計をとってみれば興味深い結束が得られただろう。  
しかしあえて，、一方で資格者，企業人，社会人養成と，他方で教養人，知識人，  
自由人養成とに二分するとすれば，結果は19対44で歴然としており，リベラル  
アーツに対する要請が決して低いものではないことが了解できるのである。   
そしてもう一つ，教養教育の危機が必ずしも専門教育の絶対的優位を保証し  
ないことにも触れておかなければならない。周知のとおり，法学部出身生で法  
曹関係に進む者のパーセントが相当に低い例からもわかるように，文系学部に  
おいて受けた専門教育と職業との関係はきわめて稀薄である。それは，学部卒  
業生のほとんどすべてが「サラリーマン」になるという現状からも明らかだろ  
う。しかも専門知識の高度化により，学部レベルで施すことのできる専門知識  
にはますます限界が見えてきているとも言えるし，さちに大学院重点化政策に  
より，学部教育全体が「空洞化」ノの度合いを深めてもいるのである。その意味  
で，「教養の危機」は「専門の危機」でもありうるだろう。   
「知の三部作」のベストセラー化は，二重の逆説を見事に物語っている。つ  
まり，大学が社会との関係を聞い直され，存在意義が問い返されているまさに  
そのときに「大学もの」が市場価値をもつようになったという逆説であり，も  
う一方では，「教養の危機」の時代に教養学部のテキストがベストセラーに  
なったという逆説である。「知の三部作」が，こうした「教養の危機」に対す  
る反撃であったことは間違い、ない。「知の三部作」および東大教養学部の英語  
教科書ExpandinguniverseofEnglishがベストセラーになったことを受けて東  
大教授の高田康成は，いささか誇らしげにこう書いている。   
「いわゆる『大綱化』に伴い，全国の国立大学の『教養部』が次々に改組，   
解体し，ひたすら学部化してい．くという現象が見られる。∵東京大学教養学部   
もまた，自身専門学部であることから，時流に乗って『一般教養』を単に廃   
止するという安易な方途を選ぶことができなかったわけではない。しかし，  
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我々はそのような選択を断固拒否し，逆に全学的合意を得て，前期課程にお   
ける新しいカリキュラムを創出したのであった云そしてそのカリキュラムは，   
全く意図せずして，広く社会的承認を獲得してしまった。狭い領域での風潮   
に反する行動が，逆に広い社会的思潮の要請にこたえる結果となったのであ   
る。」（9）   
そして高田康成はこのような社会現象が起きた理由を，われわれが冒頭に紹  
介した東大駒場の「三層構造」とリベラルアーツの理念に求めているのだが，  
だとすれば，すでにして教養部の解体に備えることのできた「三層構造」の  
「教養学部」であればこそ，東京大学は教養教育の変化に機敏に対応すること  
ができたのかという聞いも成り立つ。京大教授・佐伯啓思は，「束大教養学部  
は本郷の専門学部との関係でいうと，．『専門』への反権威主義的傾向を持つが，  
知のシリーズがづストセラーになったことで，教養学部が逆に権威主義になる  
『ねじれ現象』が起きた」（前掲，朝日新聞）．とコメントしつつ，これを「青  
島・ノノック現象の学問版」と形容している。t■このような力業が成功したのは，  
やはり「東大ブランド」なればこ′そなのだろうか。そうだとしてこの現象を遥  
から見れば，東京大学での教養改革の成功が，すでに厳として存在していた  
「研究」レベルでの序列化を，「教養教育」レベルでも開始させたと見ること  
も不可能ではない。しかも国の側は，そのような競争を歓迎するような施策を  
立ててもいるのである。問題はむしろこれから始まるのだと言えよう。   
（（）上の国と大学の将来？  
そしてもう一つ，より根本的に考察すべきなのは，この国が向かうべき方向  
ということである。日本はアメリカ経済に再び、「追いつく」・ことを使命とする  
のか，それとも別の面で（しかしどこに？），心の豊かさやゆとりを追求して  
ゆくことを目標とするのか。臨教審の時代にすでにこの両者の目標がi水と坤  
そのままに混在させられていたことは明瞭であるし，今なおこの両者がミス  
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マッチを起こし不協和音を奏でていることも明らかである。言ってみれば，．そ  
れぞれ尤もな二つの目標が股裂き状態にあって，その接ぎ木がまったく試みら  
れていないのである。もし国が後者の目標を本気で追及しようとするなら，リ  
ベラルアーツを重視する道が開かれてゆくかもしれないし，後者の目標の追及  
が単なる飾りでしかないなら，リベラルアーツはますます衰退してゆくことに  
なるだろう。   
しかし実は，国が後者の目標を本気で追及しようとするなどあり‘ぇないこと  
である。政治改革はさておいても経済課題（不況問題）を政府の第一目標とす  
べし， との国民的ニコンセンサスが成り立っているかのような現在，「ゆとり」  
もまた「経済的ゆ上’り」の副案物でしかないという「経済主義」が，高度経済  
成長期にひ七たび克服ざれたかに見えながら，実はよ1り激しい勢いで復活しづ  
つある。・「成熟の時代」どころか，永遠に未熟な「経済主筆」一が日本を引き  
ずってゆきつつあるし，言葉を換えれば，イポストモダン」ミどころか，「近代」  
（「経済主義」’・もその効果の一つである）そのものが決して終焉しないことが  
明らか 
世」や「近世」と並ぶよう－な一つめ「時代」ノではないというこ之だ云1あえてい  
えば，′近代とはシステムそのもののごとな 
日本が「近代」国家として歩み始めたときの理念が「富国」であり，一致育制  
度がまさに国家制度の一環として組み込まれていたのであれば、（これは臨教審  
の認識でもある），わが国は爾来，国家としてそれ以外の理念を持ったことが  
なかった。太平洋戦争敗戟もまた，「（再）富国」という理念の再編成を促した  
だけだったと言って過言ではない。たとえば「民主主義」といった理念にじて  
も，実は国家目標などでありえなかったことは，「情報公開」という民主主義  
の最低限の規律が守られていなかったことからも証明されている二（金融機関の 
倒産を契機に，■国家＝・通産省がいかに情報を独占しようとしてきたかが明るみ  
に出されたことを想起していただきたい。余談ながら，金融機関に関する正確  
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な情報を独占していたのは巨大歳省以外ではメインバンクと総会屋しかいな  
かった。．総会屋を跳梁させた最大の原厩は，情報を共有しようとしない．「お上  
意識」にほかならなかったのである）。また，「平和」という理念がどれだけ形  
骸化されつつあるかに関しては，もう語りたくもない。   
「富国」以外の切実な理念を，はたしてこの国は持ちうるのか。しかしその  
回答を与える責任は，国家の側だけではなくリベラルアーツの側に′もある。リ  
ベラルアーツこそが，その総合性と学際性を背景として，はじめて理念の問い  
に答えられると考えたい。ただし，リベラルアーツがまずリベラルアーツ自ら  
の理念を模索しなければ，国家理念の問いに答えられないこ七を胆に命じるべ  
きであろう。従釆，教養教育の総合性と学際性は，単なる寄せ集めのコラー  
ジュにすぎなかった。∵般教養科目と外国語科目と保健体育科目の融合性や， 
人文科学系列と社会科学系列と自然科学系列の学際性に気を配った教員がどれ  
だけ存在していただろうか。ばらばらな要請がばらばらなままに（「タコツボ  
式」に）実現されていたのが今までの教養教育だったのであり，、その意味では  
教養教育は，必要そうな要素はすべて取り入れるというだけの無定見なイ理想  
主義」に陥っていたのである。   
かつて日本経済が右肩上がりで上昇していた頃，企業に入ったときの第一歩  
の心得は，大学で学んだことをまず忘れることだという冗談が，まこと：しやか  
に囁かれたものである。それは，企業が大学教育を平然と無視するふりをして  
いられた（も一？とも，産業予備軍養成機関としての大学を無視しえたわけでは  
ないのだが），強気の時代であったのだ。「臨教審の時代」とは，・まさにそうし  
た時代であったのだろう・。しかしその後，′程なくして日本経済は活力を失い，  
長い右肩下がりの時代を迎えることになってしまった占皮肉に言えば日本経済  
は，「成熟の時代」を迎えたと同時にその構造的欠陥が明らかになってしまっ  
たのである・。   
その意味では，バブル期以前に画策された臨教審の方針がそのまま継承され  
241   
文化論集第12号  54   
七いることは，きわめて疑わしいと考えられねばならない。にもかかわらず，  
なぜ臨教審の方針がそぁまま（あるいは，より強固な形で）大学審に引き継が  
れて現在にいたケたのだろうか。しばしば声高に呼ばれる「バブル時代の清  
算」は，大学教育に関しては不要なものなのだろうか。一つ想起・されねぼなら  
ないのは，18才人ロが右肩上がりに上昇した時代に，大学改革に対する大学側  
の要請が決して切羽詰まったものではなかったということだ。‘言葉を換えれば，  
国家が策定しつつあった方針を，′大学側が（賛成するにせよ反対するにせよ）  
切実におのれのものと捉えなかったということである。あるいは，国家主導の  
改革には反発を覚えながらも，自ら対案を示すだけの意思と能力を持ちあわせ  
ていなかったということである。91年度の大学設置基準の改訂時にも，あたか  
もそれがパラシュート降下してきたかのように捉えられた面がなかったわけで  
はあるまい。財政基盤に根本的不安がなかったと・き，やはり大学という組織は  
（おそらくほ，、すべての親織がそうだった 
るよう・な体質をもってはいなかったのである㈹。   
すべての大学を同一視するのは決して許されないが，現在わが国の大学を揺  
さぶっている大学改革が，大学自らの自浄作用によらて開始されたものかどう  
かについては，やはりいつまでも疑問の余地が付きまとうム80年代わが国の大  
学が，臨教審による上からの，トップダウン式の改革プログラムを課せられた  
ことを今一度確認する必要があろう。ノそして今日，大学審や科学技術基本計画  
は，学長J学部長の権限強化という形で，トップダウン式の大学改革をいっそ  
う推進させようとしており，・その意味では現在進行中の大学改革は，主体が見  
えにく、いままに（主体不在とは言わないが）進行していると、も言えるのである。  
最後に，現実的な経済状態が大学に与える影響についそも触れておきたい。  
なぜなら，信用不安から引、き起こされた中小企業に対すLる資金の貸し渋りが，  
日本経済の将来をいっそう不安なものにしている事態も，大学と無関係ではあ  
りえないからである。経済にしても教育にしても，それを活性化させるのは必   
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ずしも有力企業や有力大学ばかりではない。にもかかわらず，「大学設置基準  
の改訂の実態」の節で記したように，一国が押し進めようとしているこ高等教育機  
関の多様化の実態は，実は差別化と紙一重であった。そうであるならば，山一  
証券の教訓は教育界にも無縁ではありえない。つまり，政府ではなく市場が金  
融機関の存否を決定することができるなら，市場の風評ゴアナウンス効果だけ  
で，受験生心理の動揺，入学者の激減，倒産，という図式が教育機関について  
も成り立ちうるわけである。その結果最も不利益をこうむるのが誰であるか  
（もちろん在校生なのだ），言うまでもあるまい。そしてまた企業統合がある  
ように，大学統合もまた遅からず現実的なプログラムとして現われる可能性も  
あるが，まだそのことの是非は問われていない。既述したように，規制複和が  
保護の撤廃という側面を併せ持つ以上，大規模大学にはないフットワークのよ  
さを活かしうる▲中小大学・短大が，個性を発揮する以前に脱落してゆく可能性  
も否定できな▼いだろう。市場原理を教育界に導入することの長期的意味が慎重  
に問われなければ，教育界全体の不活性化につながる危険なしとはしないので  
ある。   
市場原理が高等教育界に導入されるも‘う一つの帰結として，本論考ではまっ  
たく取り上げる機会のなかった「自己点検・自己評価」の問題がある。大学設  
置基準の大綱化に伴い，大学教育の質の維持を目的としてこの新たな基準が設  
置されたことは理解できるが，自己点検・自己評価がさらに拡大して，外部機  
関・学生による点検も現実化しつつある。外部点検・外部評価へのステップと  
して，「自己」という語がショック・アブソーバー的に挿入されているという  
感さえ否めない。産業界からの提言とLして，秩父セメント会長・諸井虎の言葉  
を引用しておこう。   
「社会は大学に対する投資を大幅に増やすべきである云経費も公共投資も   
助成金も寄付の免税もまた私学への減税も大幅に増額すべきであるd 
⊥方大学はこれらの資金が研究と教育の改善に有効に使われるよう，自ら  
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を厳しく律するべきである。教員は研究や教育に十分成果を上げているか。   
施設・設備の無駄はないか。．大学の組織としての意思決定が適切に行われて   
いるか。執行はどうか。社会のニーズの変化に大学は的確に対応しているか。   
大学は自己評価によって自らを厳しく点検すべきであるが，第三者機関に   
よってそれが客観的に承認されるような制度が必要である。  
教貞の給与を引き上げ，良い人材を集めることも重要である。同時に評価   
を厳しくし，業績の無い者を排除すべきである。」如）   
産業界の「金も出すが，口も出す」という姿勢がきわめて明瞭な発言であり，  
その点では先に引用した大蔵官僚の弁と通底している。確かに教員側から言え  
ば，自分の研究内容に自信を持っていれば外部評価も恐れるに足りず，．という  
見解もあってかまわないわけだが，．いずれ実現しうる教育内容の外部評価の持  
つ射程は決して狭いものではない云つまり，高等教育への市場原理の導入が， 
必然的に高等教育の商品化を推進させるというこ一とであり，結果的に大学の  
サ→ビス産業化が進むということであるムイ生涯学習の充実」の進行に伴って，  
この間題は一層深刻さを増してゆくことだろう。自己点検・自己評価について  
は別論考を準備するのでここではこれ以上触れないが，高等教育の商品化につ  
いての考察が十分に深められないことだけは言っておきたいと思う′。  
これらのことを踏まえて今，．．大学人に要請されることとは何だろうか。現東  
大学長の蓮見重彦は次のように書いている。   
「『改革』に対しで慎重たらざるをえない理由が存在する。．それは，『改   
革』一という青葉そのものが，しばしば貧しい思考停止を誘いがちだという理  
由であるム．実際，昨今のメディアに流通している「改革」の一語は，『変わ   
る』ことのみが緊急の課題であるかのような論調をいたるところに煽り立て   
ている。・そこでは，『改革』がほとんど前提を欠・いた至上命題とみなされ，   
変化の実質的な意味を？きつめようとする『知性』■の働きなどあっさり放棄   
されてしまう。変化の実質的な意味をつきつめようとする義務の意識ばかり  
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が概念の領域でいたずらに肥大化し，それが思考の大がかりな収縮を導きだ   
すことになるからである。（……）考えてみるまでもなく，『変わる』土とは，   
『知性』 
ともなく響いてくる声にうながされた『改革』が，とうてい創造附な変化の   
要因とはなりがたいことは，多くの例によって誰もが知っているはずだ」拍   
ここで，「知性」が「観念」の逆の意味で用いられていることに，十分注意  
を払う必要がある。無限に拡散してゆくものが観念であるとすれば，知性とは  
それに限定を加え，最も深い意味での「現実」につなぎ止めてゆく精神機能の  
ことである。あえて言えば，知性は理念によって観念を「現実」につなぎ止め  
てゆく。大学改革は国家改革（経済改革，．政治改革等）の埼外で行われるので  
はなく，すべての改革は通底するのである？大学は，経済改革，政治改革等が  
行わなければならないから自らの改革も行われなければならない，と語るので  
はない。諸改革の拠って立つ原因と，諸改革を必然ならしめた責任を追及しつ  
つ，かつまた諸改革の理念に照らしながら必要な改革と不必要な改革を見据え  
つつ，自らの改革を遂行するのである。それを可能ならしむる力こそが「知  
性」なのであり，大学は，まさたこの「知性」の凡庸さに耐えながら改車を行  
うことを使命とするのではないだろうか。  
注（1）小林康夫他編F知の論理』、p．ii  
（2）高等教育研究会編「大学の多様な発展を目指してⅢj p．53  
（3）高等教育研究会編F大学の多様な発展を目指してⅣj、p．264  
（4）リヽ千代国際大学教授・浜林正夫。束京高等教育研究所鼠「大学改革双書」3（緊急シンポジ   
ウム 大学改革と教員の「任期制」）p．8  
（5）天野郁夫柑本の教育システムj p．12 
（6）「早稲田フォーラム」編集委員会嵐「早稲田フォーラム」第73号，pp．1亭9－ユ34  
（7）「文芸春秋」1997年9月号，pp．176r188  
（8）季刊「窓」19号，p．122  
（9）文部省編「文部時報」1994年10月号，p．26  
（1〔ゆ 朝日新聞，97年12月22日朝刊，教育欄の次の記事が参考になる。  
「約二十年前の，調回目の指導要領改訂では，Fゆとりと充実』を掲げ，授業時数を従来より  
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一割程度減らした。  
時数カットで浮いた分をどう使うか。各学校の裁量にゆだねられたのに，当の学校サイドから，   
国の方で基車を示してほしい，との要望が出された。当時の教育森程審議会長，高村象平さんが   
F何でも文部省にきかなければ出来ないように，よくしつけたJと皮肉ったとの話が残っている。   
文部省，教委の支持を待ち，それがなければ校長会などの取り決めを待ち，それもなければ先   
進校の例をまねる。   
早大教授の下村哲夫さんはこうした風潮をrみな同じJ主義と呼んでいる。外と内からの規制。   
F今後も大きくほ変わらないでしょう。教育改革が，学校の側からなかなか盛り上がらないのと   
相通じる面がありますJ」（傍点は引用者）  
仙 文部省編「文部時報」1994年10月号，p．21  
q勿 来京大学編F東京大学 現状と課題2Jp．Ⅳ   
主要参考女献  
・個人著作  
天野郁夫F大学一読練の時代』東京大学出版会，1988年  
指本の教育システムJ東京大学出版会，′1996年  
r大学に教育革命を且有倍量，二1997年  
F大学国際化の研究』玉川大学出版部，1997年  
F慶応湘南藤沢キャンバスの挑削東洋癌滴新報社∴1997年  
F官僚主導国家の失敗』東洋経済新報社，1997年  
F大学は緑の自をもつj未来社，1997年  
F改革とは何か』ちく▲ま新書，1997年  
r高等教育の経済分析と政策J玉川大学出版部，1996年  
F市場か政府か』日本経済評論社，1994年  
江淵一公  
加藤 寛   
小林康夫  
正村公宏  
矢野英和  
山本曹三  
吉田和男 F行革と規制緩和の経済学1講談社現代新着ト1995年  
・協同著作  
AG企画研究所編F大学革命』エー・ジー出版，1997年  
東京大学編r東京大学 現状と課題1』東京大学出版会，1992年  
F東京大学 現状と課題2』東京大学出版会，1997年  
高等教育研究会編F大学の多様な発展を目指してⅡ一「平成5年度以降の高等教育計画」と「大学  
院の整備充実」』ぎょうせい，1991年  
r大学の多様な発展を目指してⅣ一大学改革の進展j－ぎょうせい，1995年  
F大学の多様な発展を目濁してⅤ」大学数貞の任期制と高等教育の将来構想j  
ぎょうせい，1997年  
′ト林康夫，他編F知の技法ユ東京大学出版会，1994年  
F知の論理』東京大学出版会，1995年  
r知のモラル』東京大学出版会，1996年  
産経新聞社会部編『大学を問うj新潮文庫，1996年  
藤原書店編集部編F大学改革とは何か』藤原書店，1993年  
F大学改革最前線J藤原書店，1995年  
大阪敏明，岡村遼司，早川弘道編F大学改革一早稲田は探求する』労働句法社，1994年   
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・機関誌，雑誌，他  
季刊「窓」19号（特集：変えよう！大学）窓杜，1994年  
全国私立大学自書委員会編「第6次全国私立大学自書1996年度」国庫助成に関する全国私立大学  
教授会連合，1997年  
東京高等教育研究所編「大学改革双書」3（緊急シンポジウム 大学改革と教員の「任期制」）束  
京高等教育研究所，1996年  
「文芸春秋」1997年9月号  
「文部時報」1987年8月臨時増刊号（臨教審答申総集編）  
ユ994年10月号（特集：大学改革の進展）  
「早稲田フォーラム」編集委員会編，「早稲田フォーラム」第73号，1996年  
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